
特定非常災害の被害者の
権利利益の保全等を図るための

特別措置に関する法律

応急仮設住宅の存続期間について

応急仮設住宅の存続期間を更に延長する

ためには、「建築基準法 による応急仮設

住宅の存続期間の特例に関する措置」を

政令で指定し、特定非常災害法の適用対

象とする必要
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災害の指定

３ヵ月 ２年以内

存続期間：最長で２年３ヵ月
特定行政庁は１年を超えない範囲内

で許可の期間の延長が可能

（更に延長する場合も同様）
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